
－53－
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４－１　電力セクターの現状４－１　電力セクターの現状４－１　電力セクターの現状４－１　電力セクターの現状

４－１－１　電力設備

　インドネシアの電気事業は、基本的に、1950 年に発足した国有の垂直統合事業体である PT.

PLN（Persero）が独占的に実施してきた。但し、同社の電気事業を補完する存在として共同組

合・中小企業省（Ministry of Cooperatives, Small and Medium Enterprises）があり、全国

各地の共同組合を通じて、PLN の系統から電力供給が容易でない地域における地方電化を実施

している。また、これらの設備以外にも、PLN の規模に匹敵する自家用発電設備（Captive

Power）が存在する。

　自家用発電設備に関する至近の資料は入手できなかったが、PLN、世銀の共催により 1999 年

6 月に実施された、同国における自家用発電所に関するセミナー（”Half-Day Joint Seminar

on Captive Power in Indonesia” Development, Current Status and Future Role）の資料に

よれば、1997 年末時点の PLN の発電設備容量 18,971 MW に対して、自家用発電所の設備出力

は 12,366 MW（正確な資料ではなく、一般的には 11,000～13,000 MW と言われている。）に達

し、同国の総設備の約 40％を占める。自家用発電所の発電形態別の内訳は、ディーゼルが

7,450 MW、汽力が 2,750 MW、ガス・タービンが 1,294 MW、水力が 777 MW およびコンバイン

ド・サイクルが 94 MW と推定されている。自家用発電所が多数存在している背景には、PLN の

発足当時の供給体制が脆弱であった中で、需要家が自己防衛のために発電設備を持ったことに

始まる。1987 年に PLN 所有の設備が自家用発設備を上回った以降も、PLN が供給する電気の信

頼性や安定性の問題から、着実に増えつづけている。

　1999 年末において PLN が所有する発電設備容量は、20,592 MW であり、その内 15,191  MW

（74％）はジャワ－バリ系統にある。その他に、IPP を含むプライベートが 821 MW、自家用発

電所が 14,472 MW ある。1999 年の PLN の地域別、発電形態別の設備容量および至近 5 ヵ年の

推移を下表に示す。
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表 4－1－1 (1)　PLN の発電設備（1999 年）

(MW)
Power Plant Outside Java-Bali Java-Bali Total

水力
汽力
ガス・タービン
コンバインド・サイクル
地熱
ディーゼル

622.97
770.00
590.25
878.61
－

2,538.70

2,391.02
6,000.00
925.86

5,403.09
360.00
111.24

3,013.99
6,770.00
1,516.11
6,281.70
360.00

2,649.94

14.64%
32.88%
7.36%
30.51%
1.75%
12.87%

Total 5,400.53 15,191.21 20,591.74 100.00%
出典：PLN Statistics 1999

表 4－1－1 (2)　PLN の発電設備の推移

(MW)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

水力
汽力
ガス・タービン
コンバインド・サイクル
地熱
ディーゼル

2,179
4,812
1,002
4,414
305

2,265

2,184
5,021
1,093
5,053
309

2,449

2,436
6,771
1,371
5,589
363

2,416

3,006
6,771
1,347
6,561
360

2,535

3,012
6,770
1,236
6,562
360

2,652
Total 14,986 16,109 18,946 20,580 20,592
出典：PLN Annual Report 1999

　一方、ジャワ－バリ系統を運営する P3B（ PPPB; Java-Bali Transmission and Load

Dispatch Center）の資料によれば、至近 5 ヵ年における P3B に接続する発電形態別の設備容

量を下表に示す。
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表 4－1－1 (3)　P3B が関連する発電設備の推移

(MW)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

PJB I ( 現 Indonesian
Power)
 水力
 汽力（石炭）
 汽力（石油）
 ガス・タービン
 コンバインド・サイクル
 地熱
 ディーゼル
PJB II (現 PJB)
 水力
 汽力（石炭）
 汽力（石油）
 ガス・タービン
 コンバインド・サイクル

1,097
1,600
550
502

1,509
305
92

779
800

1,300
102

2,087

1,097
1,600
550
557

1,838
305
92

779
800

1,300
102

2,087

1,097
2,800
550
525

2,511
360
92

1,039
800

1,300
102

3,037

1,097
3,400
550
604

2,696
360
92

1,299
800

1,300
102

3,037

1,103
3,400
500
544

2,676
360
92

1,283
800

1,300
102

3,007

Total 10,723 11,107 14,213 15,337 15,167
IPP
 Jatiluhur 水力
 Cikarang L. ｶﾞｽ･ﾀｰﾋﾞﾝ
 Salak 地熱

150
68
0

150
150
0

165
150
165

165
150
165

180
0

165
Total 218 300 480 480 345
Ground Total
Growth (%)

10,941
2.4

11,407
4.3

14,963
28.8

15,817
7.65

15,512
- 1.93

出典：PLN（JAWA BALI）Statistics 1999
注釈：1999 年時点では、至近の大型 IPP は含まれていない。

４－１－２　送変電設備

　1999 年末における PLN が所有する送変電設備は、各々、24,389 kmc、46,964 MVA でありそ

の内 17,227 kmc（71%)、41,127 MVA（88％）はジャワ－バリ系統にある。1999 年の PLN の地

域別、容量別の送電設備、変電設備および至近 5 ヵ年の推移を下表に示す。
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表 4－1－2 (1)　PLN の送変電設備（1999 年）

Power Plant Outside Java-Bali Java-Bali Total
送電線（kmc）
 25～30 kW
 70 kV
 150 kV
 500 kV

18.04
984.49

6,158.89
－

－
4,072.87
10,386.79
2,767.66

18.04
5,057.36
16,545.68
2,767.66

Total 7,161.42 17,227.32 24,388.74
変電所（MVA）
 <30 kV
 70 kV
 150 kV
 275 kV
 500 kV

39
944

4,774
80
－

30
3,794
24,303

－
13,000

69
4,738
29,077

80
13,000

Total 5,837 41,127 46,964
出典：PLN Statistics 1999

表 4－1－2 (2)　PLN の送変電設備の推移

Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999
送電線（kmc）
変電所（MVA）

19,296
32,566

19,516
34,687

21,691
44,737

23,573
45,361

24,389
46,964

出典：PLN Annual Report 1999

　ジャワ－バリ送電系統を運営するのは、P3B（Java-Bali Transmission and Load Dispatch

Center）の役割で、現時点では完全に PLN の参加にあり、同地域で発電事業を行っている、

Indonesia Power（旧 PJB I)、PJB（旧 PJB II)、IPP および自家用発電所のシングル・バイ

ヤーの役割をなしている。P3B の資料における、至近 5 ヵ年のにおける P3B の送電線延長の推

移を下表に示す。PLN の資料と若干数値が異なるが、その理由については確認できなかった。

　また、1984 年度に完成した東西ジャワを結ぶ既存の 500 kV 基幹系統に加え、南回りの新規

500 kV（1,100 MVA）送電線を建設中で、パイトン（Paiton）発電所～クラテン（Klten）間は

世銀を中心とした Export Consortium の資金により、クラテン～デポック（Depok、ジャカル

タ近郊）間は JBIC の資金よる。パイトン～ケディリ（Kediri）～ペダン（Pedan、ジャワ島南

部中央）間は送電線がほぼ完成しているものの、ケディリ変電所の建設が進まず、送電が可能

な時期は 2002 年（希望工程）～2004 年（実態工程）としている（図 4-1-2 (1)参照)。

　パイトン I（PLN、石炭火力、400 MW×2)、II（PEC（IPP)、石炭火力、615 MW×2)、III

（Java Power（IPP)、石炭火力、610 MW×2）は、総発電容量で 3,250 MW を有するが、既存の
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パイトン～スラバヤ間の 500 kV 送電線容量では、1,600 MW 相当しか送電できない。また、

150 kV に降圧することにより 400 MW 相当の電力を近郊の需要地に送ることが可能であるが、

合わせても 2,000 MW にしかならず、新規 500 kV 送電線の完成が待たれている。
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表 4－1－2 (3)　P3B の送電線設備の推移

(kmc)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

500 kV
150 kV (Overhead)
150 kV (Underground)
150 kV (Submarine)
70 kV (Overhead)
70 kV (Underground)

1,728
8,808
219
17

3,733
29

1,873
9,085
244
17

3,854
29

2,241
9,478
277
21

3,974
29

2,546
9,771
282
26

3,946
29

2,699
9,871
293
26

3,979
23

出典：PLN（JAWA BALI）Statistics 1999

4－1－3　発電電力量

　1999 年における PLN の発電電力量は、80,497 GWh でありその内 64,187 GWh（80％）は、

ジャワ－バリ系統で発電されている。また、4,279GWh の電力を購入している。1999 年の PLN

の地域別、発電形態別の発電電力量および至近 5 ヵ年の推移を下表に示す。

　発電設備の推移からは読み取れなかったが、1997 年の通貨危機の影響は、至近 5 ヵ年にお

ける発電電力量の推移の中に、如実に示されている。1997 年における購入電力を含む発電電

力量が 76,620 GWh であったのに対し、1998 年は 77,823 GWh と 1.4%の伸びにとどまっており、

ジャワ－バリ系統に限定すれば、0.2%のしか伸びていない。逆に言えば、後述される用途別売

電量から明らかなように、産業用需要が 9%も下落している一方で、家庭用、商業用、公共用

の需要は、通貨危機の影響にも拘わらず堅調な伸びを示している。これは、電化率の上昇や生

活レベルの向上に伴う民間需要は、通貨危機の影響をあまり受けていないことにあるものと推

量される。この傾向は、ピーク需要にも現れており、ジャワ－バリ系統における 1997 年と

1998 年の年最大負荷は、それぞれ 10,016 MW と 9,876 MW と僅か 1.4%の減少にとどまっている。

1990 年から 2000 年までの負荷最大日における日負荷曲線を図 4－1－3 (1)（Jawa-Bali

Daily Load Curves on Peak Day (1990-2000)）に、1988 年以降の月別最大負荷の変遷を図 4

－1－3 (2)（PEALISAI　BEBAN　PUNCAK　SISYEM　JAWA-BALI 1988-2005）に示す。

　1999 年における燃料別の PLN の発電実績は、天然ガスが 27,810 GWh（35％)、石炭が

25,368 GWh（32％)、石油が 15,220 GWh（18％)、水力が 9,370 GWh（12％)、残り 2,728 GWh

（3％）が地熱となっている。前年度と比較した場合、石炭の占める割合が 30％から 32％に上

昇し、水力は 13％から 12％に低下している。その他の燃料については、ほとんど変化がない。

長期的傾向としては、石油消費の占める割合が減少し、替わって石炭の割合が増加している。

ジャワ－バリ系統に限定すると、天然ガスが 37％、石炭が 36％、石油が 12％、水力が 10％お

よび地熱が 4％を占めている。
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表 4－1－3 (1)　PLNの発電電力量（1999年）

(GWh)
Power Plant Outside Java-Bali Java-Bali Total

水力
汽力
ガス・タービン
コンバインドサイクル
地熱
ディーゼル
購入電力

2,839.92
3,104.46
856.28
3,804.59
－

5,704.43
523.61

6,530.16
30,895.07
698.75

23,240.93
2,727.73
94.39

3,755.47

9,370.08
33,999.53
1,555.04
27,045.52
2,727.73
5,798.82
4,279.08

11.05%
40.11%
1.83%
31.90%
3.22%
6.84%
5.05%

Total 16,833.29 67,942.50 84,775.80 100.00%
出典：PLN Statistics 1999
注釈：ディーゼルにはレンタルを含む。

表 4－1－3 (2)　PLN の発電電力量の推移

(GWh)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

水力
汽力
ガス・タービン
コンバインド・サイ
クル
地熱
ディーゼル
購入電力

7,509
22,678
1,470
19,217
2,196
4,,922
1,289

8,112
25,354
1,302
23,132
2,340
5,349
1,748

5,149
31,473
1,725
27,321
2,605
6,527
1,820

9,649
30,512
1,396
24,941
2,617
5,850
2,939

9,370
33,999
1,555
27,046
2,728
5,799
4,279

Total 59,281 67,337 76,620 77,823 84,776
出典：PLN Annual Report 1999

表 4－1－3 (3)　燃料別 PLN の発電電力量の推移

(%)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

石油
水力
石炭
地熱
天然ガス

20.7
12.9
24.7
3.8
37.9

16.3
12.4
25.0
3.6
42.7

23.0
7.0
29.5
3.5
37.0

18.8
13.0
30.2
3.5
34.6

18.4
11.7
31.7
3.4
34.8

Total 100 100 100 100 100
出典：PLN Annual Report 1999

　一方、ジャワ－バリ系統を運営する P3B の資料によれば、至近 5 ヵ年における P3B に接続す

る発電形態別の設備容量を表 4－1－3 (4)に示す。
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表 4－1－3 (4)　P3B が関連する発電電力量の推移

(GWh)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

PJB I ( 現 Indonesia
Power)
 水力
 汽力
 ガス・タービン
 コンバインド・サイクル
 地熱
 ディーゼル
PJB II (現 PJB)
 水力
 汽力
 ガス・タービン
 コンバインド・サイクル

3,600
11,292
956
6,799
2,210
89

2,525
9,508
2

10,368

3,912
12,658
893
7,721
2,352
92

2,543
10,698

9
12,493

2,353
17,082
1,236
10,201
2,599
170

1,581
11,086

5
14,042

4,732
17,489
571
8,322
2,593
104

2,934
9,953
3

12,782

3,950
19,946
686
9,679
2,728
64

2,571
10,949
13

13,562

Total 47,350 53,371 60,355 59,483 64,148
IPP
 Jatiluhur 水力
 Cikarang L. ｶﾞｽ･ﾀｰﾋﾞﾝ
 Salak 地熱
 Dieng 地熱
 ﾊﾟｲﾄﾝ石炭火力 (PEC)
 ﾊ ﾟ ｲ ﾄ ﾝ 石炭火力  (Jawa
Power)

967
434
－
－
－
－

687
912
－
－
－
－

591
790
－
－
－
－

942
288
1,221
10
80
－

852
0

1,166
0

1,125
612

Total 1,401 1,599 1,568 2,541 3,755
Ground Total
Station Uses
Sub-station Uses
At Generating-end ( 発電
端)
Transmission Losses
At Sending-end (送電端)

48,751
1,775
44

46,932
1,091
45,508

54,970
2,188
44

52,738
1,504
51,234

61,923
2,246
48

59,629
1,456
58,172

62,024
2,454
58

59,512
1,376
58,136

67,903
2,517
55

65,331
1,704
63,627

出典：PLN（JAWA BALI）Statistics 1999

　1999 年における用途別の PLN の売電電力量実績は、家庭用が 26,875 GWh（38％)、産業用が

31,338 GWh（44％)、商業用が 9,330 GWh（13％）および公共用その他が 3,789　GWh（5％）と

なっている。至近 5 ヵ年の推移とあわせて下表に示す。

　ここでも、1997 年の経済危機の影響は、1998 年における産業用売電電力量の落ち込みに現

われているが、家庭用やその他の分野への影響が小さく、伸び率は鈍化しているものの前年を

下回ることはない。

　また、ジャワ－バリ系統と外島部（Outer Island）の大きな違いは、ジャワ－バリ系統にお

いては産業用がほぼ半分を占めるの対して、外島部においては 1/4 しかない。表 4－1－3 (5)

に示すように、家庭用、産業用の占める割合は、ジャワ－バリ系統においてはそれぞれ 35％、

49％、外島部においては、49％、25％となっている。



－69－

表 4－1－3 (5)　PLN の用途別売電電力量（1999 年）

(GWh)
Power Plant Outside Java-Bali Java-Bali Total

家 庭 用
（Residential）
産業用（Industrial）
商業用（Commercial）
公 共 用 そ の 他
（Public）

7,445.09
3,808.25
2,789.49
1,112.02

19,429.69
27,529.32
6,540.82
2,677.39

26,874.78
31,337.57
9,330.31
3,789.41

37.68%
43.93%
13.08%
5.31%

Total 15,154.85 56,177.22 71,332.07 100.00%
出典：PLN Statistics 1999

表 4－1－3 (6)　PLN の用途別売電電力量の推移

(GWh)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

家庭用（Residential）
産業用（Industrial）
商業用（Commercial）
公共用その他（Public）

17,061
24,722
5,091
2,875

19,551
27,949
6,226
3,206

22,739
30,769
7,250
3,554

24,866
27,985
8,667
3,743

26,884
9,330
31,338
3,780

Total 49,749 56,932 64,312 65,261 71,332
出典：PLN Annual Report 1999

4－1－4  電力需給バランス

　ジャワ－バリ系統における需給バランスのうち、発電電力量については、表 4－1－3 (4)に

示した通りである。また、ジャワ－バリ系統における至近 5 ヵ年の最大負荷は、下表の通りで

あり、設備出力、予備率（Reserve Margin：設備出力／最大負荷－１）もあわせて掲載する。

最大負荷は、主に 11、12 月に発生する。

　これまでは、新規電源開発が順調に進められ、また 1997 年の経済危機による電力需要の鈍

化も影響し、1999 年までは十分な供給力を有していた。

表 4－1－4 (1)　ジャワ－バリ系統の最大負荷の推移

(MW)
Power Plant 1995 1996 1997 1998 1999

最大負荷
増加率（％）
設備出力
予備率（％）

7,773
15.4

10,941
40.8

8,822
13.5

11,407
29.3

10,016
13.5

14,963
49.4

9,876
‐1.4

15,817
60.1

11,032
11.7

15,512
40.6

出典：PLN（JAWA BALI）Statistics 1999
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４－２　電源開発計画４－２　電源開発計画４－２　電源開発計画４－２　電源開発計画

　エネルギー鉱物資源省（MEMR）は、PLN から同省に提出される草案に基づいて、国家電源開発

計画（RUKN）を毎年策定する。これによれば、インドネシア国の長期電力需要予測は、2001 年 1

月時点におおける Faunal Draft の段階では、下表の通りである。

表 4－2 (1)　電力需要予測

(TWh)

Region 2000 2001 2003 2005 2008 2010 Growth

(%)

Java Bali

- Industrial

Sector

- Commercial

Sector

- Public Sector

- Housing Sector

Outside Java Bali

- Industrial

Sector

- Commercial

Sector

- Public Sector

- Housing Sector

63.1

29.9

7.9

2.9

22.2

15.0

3.9

2.3

1.1

7.7

68.2

32.4

8.6

3.1

24.2

16.2

4.2

2.4

1.2

8.4

81.3

38.4

10.1

3.4

29.3

19.3

4.9

2.9

1.3

10.2

97.4

45.5

12.2

3.9

35.8

23.7

5.9

3.4

1.5

12.9

125.5

57.5

15.9

4.8

47.2

32.3

7.8

4.5

1.8

18.2

147.1

66.8

18.8

5.3

56.1

39.5

9.3

5.5

2.1

22.7

8.9

8.4

9.2

6.4

9.9

10.0

8.6

8.7

6.3

11.2

　また、RUKN の添付資料として掲載されている、地域別の需要予測と電源開発計画のうち、ジャワ

－バリ系統のものを表 4－2 (2)に記載する。
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4－2－1　電力需要予測

　今回の調査において確認された、PLN の長期需要予測の具体的内容は、以下の通りである。

(１) 予測モデルの名称

　DKL－３．０（PLN によれば、このモデルは、世銀、ADB、旧 OECF からも認知されたも

の。）

(２) モデル作成者：

　PLN

(３) 使用ソフト：

　エクセル（マクロ言語使用）

(４) 電力需要予測の影響因子：

　GDP、電化率（人口増加率)、自家用発電所の Take-Over（自家用発電所の系統接続要請

による需要増）

(５) 計算過程

① BAPPENAS から公表されるジャワ－バリ地域の GDP 成長率を基に、過去の実績を用い

て、セクター別の GDP を推定する（表 4－2‐1 (2)、GDP および GDP 成長率

（Pertumbuhan PDRB）参照)。なお、BAPPENAS からの情報では、Total GDP は、地域別、

セクター別の GDP を集約したものとのこと。但し、BAPPENAS が用いる地域は、PLN の

それとは異なるとのこと。

② 過去の実績を基に、電力弾性値（GDP 成長率を電力需要増加率に変換する補正係

数）を地域別、セクター別に推定する（表 4－2－1 (3)、図 4－2－1 (1)、(2)、電力

弾性値（Elastisitas Penjualan Tenaga Listrik terhadap PDRB）参照)。

③ セクター別の需要予測は、以下の式により計算する。

・次年度家庭用家庭用家庭用家庭用電力需要＝当年度家庭用電力需要×（１＋次年度総 GDP 成長率×家庭

用電力弾性値）＋需要家増×平均年間消費電力量

Residential (t+1) = Residential (t)×(1 + (Total GDP Growth)×Residential

Elasticity) + (Incremental Consumer)×(Average Consumption)
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ここに、平均年間消費電力量は、600kWh を使用。

・次年度商業用商業用商業用商業用電力需要＝当年度商業用電力需要×（１＋次年度商業 GDP 成長率×商

業用電力弾性値）

Commercial (t+1) = Commercial (t)×(1 + (Commercial GDP Growth)×Commercial

Elasticity)

・次年度公共用公共用公共用公共用電力需要＝当年度公共用電力需要×（１＋次年度公共 GDP 成長率×公

共用電力弾性値）

Public (t+1) = Public (t)×(1 + (Public GDP Growth)×Public Elasticity)

・次年度産業用産業用産業用産業用電力需要＝当年度産業用電力需要×（１＋次年度産業 GDP 成長率×産

業用電力弾性値）+ Captive Take-Over

Industry (t+1) = Industry (t)× (1 + (Industrial GDP Growth)× Industrial

Elasticity) + Captive Take-Over

ここに、Captive Take-Over は、ゼロとしている。

④ ピーク需要予測は、以下の式により計算する。

総発電電力量÷365 日÷24 時間÷負荷率

Total Production/(365×24×Load Factor)

2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年

需要予測において、自家用発電所は加味されていない。それは、PLN が予測できるもの

ではない。例えば、2003 年時点で電力不足が危惧されるのであれば、企業が自家用発

電所を増やすこともあり得るであろうし、政府により油への補助金が撤廃され、

ディーゼル発電を主体とする自家用発電所のコストが上昇すれば、PLN に対する需要が

増えることになる。

総需要

PLN需要

電
力
需
要

供給不足により、自家発が増えた場合

燃料費が上昇し、自家発が減少した場合
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　PLN から入手したジャワ－バリ系統の長期電力需要予測を表 4－2－1 (1)、図 4－2－1　(1)、

(2)に示す。上述したように、電力需要の伸びは、主に GDP 成長率によるところが大きいが、

GDP 成長率は BAPPENAS のマクロ経済担当部署が作成しており、PLN はその数字をそのまま用い

ている。BAPPENAS の GDP 成長率予測では、2000 年を 2.8％、2001 年、2002 年を 3.8％、それ

以降を 5.8％と見積もっている。また、最近のインドネシア銀行（中央銀行）の発表では、

2001 年第 1 四半期の GDP 伸び率が前年同期日 4－5％にとどまり、昨年第 4 四半期の同 5.2％

から鈍化するとの見通しを示している。輸出の伸び悩みや米国の景気減速などが成長を抑える

とみているが、2001 年の成長率は、前年比 4.5‐5.5％の見通しを変えていない。

　GDP 予測の妥当性は、本格調査に委ねることとするが、同国の昨今の政情不安、エネルギー

政策の転換、原油価格の動向等々を踏まえると、その予測は極めて不透明である。従って、本

格調査の中で、その数値の妥当性の検証に多大な労力を費やすことは、本来の調査趣旨に沿う

ものではないものと思慮されるので、いくつかのシナリオ、つまり感度分析で対応するのが現

実的である。

　また、今回の事前調査の中で得た情報によれば、国営石油会社プルタミナ（Pertamina）が、

外資企業と輸出主体製造業を対象として、燃料販売価格を国際価格に基づく米ドル建てとし、

一般需要家には従来通り補助金ありの価格で販売するとしている。補助金撤廃により、燃料費

は 3‐4 倍になると言われており、実施されれば同国への投資が減速するのはもとより、撤退

まで検討される可能性があり、GDP に与える影響は大きい。さらに、PLN の電気料金の値上げ

が今後どのように行われるかににもよるが、多くの企業が自家用発電所を有しており、燃料費

の増嵩は直接発電コストの上昇につながる。この場合、PLN が供給する電力の質に問題はある

ものの、燃料費の上昇は、企業側はより安価な電力を求める、つまり PLN からの供給に頼る方

向に作用するものと思われる。

　繰り返しになるが、PLN の電力需要予測の検定に当たっては、モデルの妥当性の検証は比較

的容易であるが、入力データである GDP 成長率や自家用発電所の動向を予測することは、今後

の同国のエネルギー政策に大きく影響されるものと思慮される。
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4－2－2　電源開発計画

(１) 電源開発計画

　RUKN に添付されているジャワ－バリ系統の電源開発計画によれば、1999 年から 2001

年にかけて IPP（パイトン II、パイトン III 等）を中心に、開発地点が実名計上されて

いる。また、2004 年には IPP のダンジュン・ジャティ B（1,320 MW）の投入を予定して

いる。

　PLN による新規電源は、水力 5 ヶ地点とコンバインド・サイクルのリパワリング 1 ヶ地

点が具体的プロジェクト名入りで計上されているが、揚水発電所（ｱｯﾊﾟｰﾁｿｶﾝ）の 1,000

MW コンバインド・サイクルのリパワリング（ﾑｱﾗｶﾗﾝ）の 600 MW を除くと、他の水力 4 ヶ

地点の出力規模は小さい。計画地点として実名無しで、ガス・タービン、コンバイン

ド・サイクルおよび気力発電所を 2004 年以降に計上されている。IPP は、2005 年以降は

計上されておらず、PLN は、2004 年以降、計画地点として実名なしで毎年新規電源が計

上されている。PLN の計画地点は、2004 年の新規電源であれば、立地地点は既に確定し、

設計作業や入札作業に手をつけていなければ、工程上無理であることから、具体的なプ

ロジェクトを想定しているというよりは、予測需要を充足する規模を計上しているにす

ぎないと判断するのが妥当と思慮される。

　RUKN の電源開発計画では、2003 年時点需給バランスが最も厳しい（予備率が最低の

16％）としているが、民間投資が期待できない上、国際金融機関の援助が期待できず PLN

による新規電源開発が困難な状況においては、2004 年以降も引き続き供給力は不足する

ことも十分有り得ると思われる。

(２) 送電線・系統計画

　前節で述べてきたように、電源開発計画に基づいた発電設備の増強と流通設備である

送配電系統の拡張は一心同体であり、それぞれの開発遅れは、系統全体からみて、予備

力の不足や電力の質の低下をきたす。特に、ジャワ島の大都市は西地域のジャカルタ、

バンドン、東地域はスラバヤとまったく反対に位置している。そのため東西を結ぶ 500

kV の幹線は長距離となり輸送電力を制限される。このため電力の広域融通の面から、バ

イパスとなる新規幹線が必要となり、その開発には多くの時間と費用が生じている。

　電力系統の安定運用と電力の質の面からも、多くの制約を受けている。特に、ピーク時間帯
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の電力融通は約 3,000 MW（2000 年）程度急激に上昇する、この負荷変動に対して即応性のあ

る大型でピーク発電が可能な水力発電所やガスタービン電源は、全体に占める比率が低いため、

周波数や電圧の変動が大きく、電力の質の低下要因ともなっている。

　また、発電・送配電設備や電力系統全体での故障、落雷などにより発生する事故は、

1999 年で 800 件を超えている。これらの瞬時あるいは継続事故のため、電力系統はさら

なる不安定な状況が生じる。ちなみに、これらの事故の内、停電を伴うものは 377 件で、

落雷による事故 93 件、20 kV 系統の故障などによる事故は 93 件であった。

　電力潮流の面から見ると、西地域のジャカルタ（エリヤ 1）地区の消費電力量は 2001

年で約 5,600 MW、東地域のスラバヤ地区で約 3,200 MW（エリヤ 4)、その他の地域はエリ

ヤ 2 で約 2,400 MW、エリヤ 3 で約 1,900 MW であり、ジャカルタ地区での電力消費が

50％以上を占めている。このことはピーク時の電力はほとんど中央、東地域から西地域

に電力融通され、送電線の潮流の重くなるボトルネックの個所が生じる。このボトル

ネックの解消は、系統解析により開発計画を策定し、長期的な視野での対策を講じる必

要がある。

(３) 電気料金

　電気料金は PLN が監督官庁であるエネルギー鉱物資源省に提案し、関係諸機関との調

整を経てエネルギー鉱物資源大臣が大統領に申請する。したがって、最終決定権者は大

統領である。

　PLN が供給する電気料金は、基本料金および従量料金より構成され、その他に、接続料

金や負荷率料金がある。

　1998 年半ばまでは、電気料金自動調整制度が機能していた。つまり燃料価格、IPP か

ら購入する卸電力料金の価格、インフレ率およびルピア対米ドルの為替レートの変動に

基づいて、エネルギー鉱物資源大臣が四半期毎に判断し決定する制度が適用されていた。

しかしながら経済危機の影響により、電気料金自動調整制度は、大幅かつ急激な電気料

金値上げにつながることを意味し、同国国民に課題な負担を強いることになる。経済危

機時の生活基本物資の値上げが社会不安や政情不安につながったことから、電気料金の

大幅値上げは政治的に不可能になり、自動調整制度は凍結されるに至った。
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　現行の料金水準では、発電コストをカバーできておらず、PLN の営業収支は 1998 年以

降マイナスになっており、2000 年 4 月の値上げにもかかわらず、赤字体質に変化はない。

以下に 2000 年 4 月に改定された料金を示す。

4－3 (1)  PLN 接続料金表（2000 年 4 月から適用）

番号 摘要 Rp/VA

1 単相または三相の低圧で以下の契約電力のもの

1.1. 契約電力が 250VA～2,200VA まで 150

1.2. 契約電力 2,201VA～200kVA まで

200kVA 以上の R-3 区分の住宅用を含む 200

2 三相の中圧で契約電力が 201kVA 以上のもの 125

3 三相の高圧で契約電力が 30,000kVA 以上のもの 100

4 単相の低圧で以下の契約電力のもの

4.1. 220VA までの S-1 料金 1契約当たり 30,000

4.2. S-1 料金（メータ無し）に追加して、450VA

または 500VA（メータ有り）とする場合 1契約当たり 20,000
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4－3 (2)  PLN 電気料金表（2000 年 4 月から適用）

（単位：Rp）
類別 契約電力 基本料金 従量料金（/kWh）

福祉（小口需要家）料金 (S)
S-1 /TR 220VA 月額 7,782
S-2 /TR 450VA～900VA 3,874 64.56
S-2/ TR 1,300VA～2,200VA 11,000 第 1 区分 20kWh 以下 90

第 2区分 20kWh 以上 60kWh 以下 129
第 3 区分 60kWh 以上 175

S-2/ TR 2,201VA～200kVA 14,000 第 1 区分 60Uh 以下 154
第 2 区分 60Uh 以上 160

S-3/TM 200kVA 以上 15,500 WBP 区分 123×K×F ***)
LWBP 区分 123×F***)

住宅用料金 (R)
R-1/TR 250VA～450VA 4,589 第 1 区分 60Uh 以下 93.4

第 2 区分 60Uh 以上 126.2
R-1/TR 900VA 4,635 第 1 区分 60Uh 以下 111.3

第 2 区分 60Uh 以上 169.5
R-1/TR 1.300VA～2,200VA 11,500 第 1 区分 20kWh 以下 205

第 2 区分 20kWh 以上 60kWh 以下 210
第 3 区分 60kWh 以上 215

R-2/TR 2,201VA～6,600VA 17,000 333.2
R-3/TR 6,600VA 以上 26,800 460

業務用料金 (B)
B-1/TR 250VA～900VA 16,500 第 1 区分 120Uh 以下 201

第 2 区分 120Uh 以上 172.5
B-1/TR 1.300VA～2,200VA 16,500 第 1 区分 120Uh 以下 285

第 2 区分 120Uh 以上 286
B-2/TR 2.201VA～200kVA 19,000 第 1 区分 100Uh 以下 290

第 2 区分 100Uh 以上 295
B-3/TM 200kVA 以上 16,500 WBP 区分 262.4×K

LWBP 区分 262.4
工業用料金 (I)
I-1/TR 450VA～900VA 17,000 第 1 区分 80Uh 以下 119.5

第 2 区分 80Uh 以上 116.5
1.300VA～14kVA 17,000 第 1 区分 80Uh 以下 235

第 2 区分 80Uh 以上 240
I-2/TR 15kVA～200kVA 18,000 WBP 区分 228×K

LWBP 区分 228
I-3/TM 200kVA 以上 16,000 LWBP 区分 263.2

WBP 区分 350Uh 以下 263.2×K
WBP 区分 350Uh 以上 263.2

I-4/TT 30,000kVA 以上 15,500 273.3
公共施設及び公道街灯用料金 (P)
P-1/TR 450VA～200kVA 17,000 489
P-2/TM 200kVA以上 16,000 WBP 区分 285.3×K

LWBP 区分 285.3
P-3/TR − − 493

多目的用料金 (M)
M/TR, TM, 900*)

注：Uh（Utilization hours）は、当該月の使用電力量（kWh）を契約電力（kVA）で除した値。
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４－３　電力セクター改革の進展状況４－３　電力セクター改革の進展状況４－３　電力セクター改革の進展状況４－３　電力セクター改革の進展状況

４－３－１　現状の電力行政と事業形態

　インドネシアの電力セクター主官庁はエネルギー鉱物資源省（MEMR：Ministry of Energy

and Mineral Resources）傘下の DGEEU (Director General for Electricity and Energy

Utilization）であり、名称 DGEEU は DGEED（電力エネルギー開発総局：Director General

for Electricity and Energy Development）から 2001 年 2 月に変更されたばかりである。

　現在のところ、インドネシアの電気事業は基本的には国有の発送配電一貫事業体である PLN

が独占的に遂行している。PLN は国営電力会社（Public Utility Company）として 1950 年に

設立され、その後 1985 年の法律第 15 号（電力エネルギー法と呼ばれる）の枠組みに基づく操

業を経て、1994 年に政府 100%保有株式会社(Limited Company) PT PLN (PERSERO) に移行した。

　ジャワ－バリ系統における発電部門の分社化は進行しており、1995 年にはジャワ－バリ地

区の発電資産を分離し、2 つの子会社 PJB１（2000 年 10 月からの新名は Indonesia Power）

と PJB2（2000 年 10 月からの新名は PJB）に移管した。現状では、これら２つの会社とも PLN

の 100%子会社である。したがって、買電価格など経営の重要部分については、完全に PLN が

コントロールしているため、必ずしも自立性が高いとはいえない。投資計画なども自分で立案

できるが、最終的には PLN の承認が必要となっている。しかし、もともとは 1997 年秋に

Indonesia Power と PJB の株式を公開し、競争的な電力市場への第一歩がスタートする予定

だったが、通貨危機によりこれは実現しなかった。

　Indonesia Power はジャワ島とバリ島の図 4-3-5 で示す発電所を保有し、PJB はジャワ島の

図 4-3-5 に示されている以外の発電所を所有して、発電を担当している。

　ジャワ－バリ全系統の送電と給電指令は PLN の 100%子会社である P3B が管轄している。P3B

の正式名称は Java Bali Transmission and Load Dispatch Center であり、P3B とは、PPPB

のことで、始めの P は Transmission の意味で、PPB は Load Dispatch を意味するインドネシ

ア語の略号である。　P=Transmission の会社と PPB(P2B)＝Load Dispatch の会社が一緒にな

り、P3B は 1995 年に創設された。2000 年 11 月に、P3B の組織がスリム化され、現在は PLN の

Strategic Business Unit と位置付けられている。

　P3B はジャワ－バリ系統の 500kV 部分を見ており、P３B 組織下の４箇所の Area Control

Center が 150kV と 70kV をみている。ジャワ－バリ系統における全 500kV の制御は P3B から行
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われている。

　ジャワ－バリ系統の配電は、PLN 直轄であるジャカルタ・バンドン・スマラン・スラバヤお

よびバリにある各支店を中心とした関連機関で運営されている。

　ジャワ－バリ系統以外の地域のうちスマトラ島では、PLN の下で、発電と送電が北部と南部

の２組織で、配電が１組織で、それぞれ運営されている。

　ジャワ－バリ系統以外で且つスマトラ島を除くその他の地域では、発電・送電及び配電が

PLN 下の一つの組織で実施されている。

　IPP の導入により既に民営化された発電部分では電力料金が大きな問題となっていることに

加えて、2000 年 11 月 12 日に PLN 総裁 Mr. Kuntro Mangku Subroto の「国営電力会社 PLN は、

事実上すでに破産している。その収入は、負債の返済どころか生産コストをカバーすることす

ら不可能だ」という発言に如実に現れており、PLN の極めて悪い財務状況が特に注目される。

　図 4-3-1 と図 4-3-2 に「電力事業形態」を示すとともに、図 4-3-3 に「PLN の運営地域区分

と支店所在地｣、図 4-3-4 に「PLN の組織」を示した。

図 4-3-1　　電力事業形態

(Java-Bali) (Outside Java-Bali)

MEMR

DGEEU

PLN (Holding Company)

Indonesian Power P3B PLN
PJB
IPPs, Captives (Transmission)
(Generation) (Load Dispatch) (Dispatch)

PLN PLN PLN
IPPs
Captives
(Generation) (Transmission) (Distribution)
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４－３－２　電力セクターの構造改革

　インドネシア政府は ADB の提言に基づいて、電力セクターの構造改革のマスタープラン

Power Sector Restructuring Policy を 1998 年に策定した。このマスタープランにおいては、

競争的な電力市場をジャワ－バリ系統において作り出すことで、電力セクターの効率を上げる

ことが最大の狙いとなっている。このために、発電・送電・配電を分離することがうたわれて

いる。発電と送電については、競争を導入することで効率化をはかり、自然独占となる送電と、

市場に乗りにくいと思われるジャワ－バリ以外の電力事業については PLN が保有・運営する方

向となっている。

　これらはいくつかの段階を経て実施されるもので、先ずは PLN 内部でのビジネスユニット化

を行って分社化の下地をつくることとなっている。

　続いて発電部門と送電部門が分社化され、PLN が発電業者からすべての電力を購入し、配電

業者に販売するというシングルバイヤー制への移行が行われる。この段階で、PLN は、分社化

された発電子会社や配電子会社を持株会社として保有・管理することになる。この段階では、

需給のマッチングや電力料金設定などは、規制官庁の監督の下で PLN が実施することとなる。

　最後に、マルチプルバイヤー・マルチプルセラー制(MB/MS)への移行により、電力のプール

市場制が導入される。この段階では、ジャワ－バリ系統に関する限り、PLN は単なる託送業者

として機能し、電力価格などは規制官庁の監督を受けつつも、市場が自由に決定することとな

る。

　計画では 2000 年より国営電力会社（PLN）の分割、その後の民営化を順次進め、ジャワ－バ

リ地区については 2003 年までに MB/MS モデルに基づく電力市場を確立する予定となっている

が、電力セクター改革の基本となる新電力法が 2001 年 2 月中には国会へ提出される見込みで

あるものの、本案が国会での審議を得て通過するためには少なくとも半年から一年程度かかる

見通しである。したがって、ジャワ－バリ系統の市場原理の導入は 2003 年はおろか早くとも

2007 年、遅ければ 2010 年頃になるのではないかと MEMR も予想している。図 4-3-6 に「電力

セクター構造改革のスケジュール」を示した。

図図図図 4-3-6  4-3-6  4-3-6  4-3-6  電力セクター構造改革のスケジュール電力セクター構造改革のスケジュール電力セクター構造改革のスケジュール電力セクター構造改革のスケジュール

(DEEU 局長　Mr. Luluk Sumlarso の 2001.02.21 説明)

　1998 年に出された構造改革のマスタープラン Power Sector Restructuring Policy から、

y=0 y+2 y+3 y+5 y+7
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各段階でのビジョンは図 4-3-7 と読み取れるが、最終的にどういう形態となるかの結論は得ら

れていない。

図図図図 4-3-74-3-74-3-74-3-7　インドネシア電力セクターの構図　インドネシア電力セクターの構図　インドネシア電力セクターの構図　インドネシア電力セクターの構図（現在と将来）（現在と将来）（現在と将来）（現在と将来）

（（（（Power Sector Restructuring PolicyPower Sector Restructuring PolicyPower Sector Restructuring PolicyPower Sector Restructuring Policy のビジョン）のビジョン）のビジョン）のビジョン）
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　PLN の課題は、当面あるいは短期では財政再建、中期（3－5 年）では投資家を呼ぶ環境整備

にある。長・超長期では遠隔あるいは貧困層にも電力供給を拡大する社会的な存在感と信頼性

の高い電力供給網の整備による良質の顧客の確保、により効率的で経済原則に適った経営体

PLN の再編あるいは解体の方向を決める（新電力法）ことにある。これには、電力料金ととも

に発電に供する燃料選択や価格という国家的な資源・国富という政治課題も絡んでくる。

　電力セクター構造改革は、新電力法の審議と PLN の財政改善などの論議が並行されながら、

徐々に具体的な絵が描かれていくものと思われる。

４－３－３　新電力法の内容

　新電力法の最初のドラフトは、1999 年 6 月 17 日に電力・エネルギー開発総局（DGEED)、経

済・財務・産業調整省、公共事業省、内務省（地域開発総局)、鉱山エネルギー省（法律部門)、

土地利用環境省よりなる閣議に提出されもので、法案は 18 章 37 条で構成され、現行電力法に

比べ規制緩和と市場自由化を強く打ち出すなど革新的な内容となっている。新電力法の主な特

色は以下の通り。

①異なる種類の電気事業（ジャワ－バリ地区における発電・送電・配電・市場運営・施設運

営および小売）ごとに国有事業会社と民間会社には同一の免許を発行し、PLN が独占して

いる「特別認可」は廃止する。

②免許は大臣、地方の知事又は地方政府の長が発行することができ、参入障壁は最小限に抑

える。

③発電免許の所有者は、ジャワ－バリ地区における配電又は小売の免許を取得できない。

④ジャワ－バリ地区では市場原理に基づく電気料金が適用される。

⑤市場の公共な運用と独占防止のため、独立した規制機関を設置する。規制機関のメンバー

は 5 名とし、そのうち 3 名は電力関係業界によって任命され、2 名は鉱山エネルギー大臣

によって任命される。任期は 5 年とする。

　2001 年 2 月 20 日の打合せ時に、新電力法の骨子を「概念は Competitive Market (Java-

Bali 系 統 ) と Regulated Market （ Java-Bali ）  の 創 立 で あ り 、 Exchange Rate ・

Inflation ・IPP・ Fuel Cost の４項目が消費者にヘッジされる。」と PLN は説明している。

４－３－４　今後の見通し

　世銀、ADB の考え方で示されている電力改革のゴールは、インドネシア側も明確に認識して

いる。しかし改革の法的根拠となる新電力法は 2 月中には国会へ提出される見込みであるもの

の、本案が国会での審議を得て通過するためには少なくとも半年から一年程度かかる見通しで
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ある。

　さらに、どのようなパスで進むかという道筋（PLN の逆ざや継続による財政破綻への道、

IPP 再交渉の難航、政府と国会の対立妥協などによる政策決定のプロセスの遅滞）は、依然、

先が見えない状況が続いていると言う印象である。詳細な課題分析は国会向けの説明として作

成されたと思われる“PLN: CRITICAL ISSUES FOR URGENT DECISION AND THE IMPACT ON THE

INDONESIAN ECONOMY（白書）”に充分指摘されている。

　したがって、MEMR 関係者もジャワ－バリ系統の市場原理の導入は 2003 年はおろか早くとも

2007 年、遅ければ 2010 年頃になるのではないかと予想している。（図 4-3-6 参照）

　一方、世銀担当者との協議において、世銀担当者も現在の新電力法案審議の進捗を鑑み、必

ずしも市場原理の導入時期に対して当初の 2003 年での実施にこだわらず、「できるだけ早い

時期での実施を希望する」という以前よりも弱い表現に留まっている。

　但し、電力セクター改革のための準備は確実に進められており、本調査期間中、MEMR の

DREEU と ADB 共催により、MEMR・PLN・コンサルトントおよび金融機関の担当者に対する市場

原理導入に関するワークショップが開催された。

４－４　他機関の協力動向４－４　他機関の協力動向４－４　他機関の協力動向４－４　他機関の協力動向

４－４－１　アジア開発銀行（ADB）

　ADB はインドネシア政府のリストラ政策支援のために、1999 年 3 月に総額 4 億 US$のプログ

ラム援助（プログラムローン：3 億 8,000 万 US$、TA ローン：2,000 万 US$）の供与を承認し、

このうちプログラムローンにつては JBIC も 4 億 US$の協調融資を行うこととなっている。

　ADB のインドネシア支援プログラムの目的は、ジャワ－バリ地区における電力セクターの経

済効率が向上させるため、同地区で電力供給の競争市場を確立することである。この目的を達

成するためＡＤＢは以下の５つの政策課題を挙げている。

①電力セクターの競争市場を確立するための環境整備

②ジャワ－バリ地区の卸電力市場への競争原理導入

③PLN および子会社の財務的健全性を可能とする料金システムの導入

④民間セクターの電力市場への参入機会拡大

⑤末端需要家の利益保護を含む規制環境の強化
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　これら５つの課題に対して、表 4-4-1 に示される 30 のアクションが用意されている。

　また、TA ローンは上記プログラムの目標である電力競争市場の構築を円滑に進めるため、

コンサルタントサービスに充当されるものである。TA ローンは８つにサービスコンポーネン

トからなり、その項目の詳細は表 4-4-2 に示した。

　ADB が昨年 10 月から開始を計画していた外島に対する TA ローンの一つは、インドネシア側

から担当の大臣他がマニラへ行き、2 月 25 日にサインされる予定となっている。ADB は貧困対

策を焦点とした外島の地方電化で、資金協力プロジェクトの形成を目論んでいるので、サイン

時に、何らか他の TA も併せて実施されることが決定されると言われている。

　上記のプログラムローンとＴＡローンとは別に、ADB は南スマトラの Musi 水力発電所 210MW

へ 5,000 万 US$の借款を供与しているとのことを PLN の担当者から聴取した。

　MEMR と DGEEU と ADB の共催により、米国スタンフォード大学 Frank A. Wolak 教授を招聘

し 、 電 力 市 場 改 革 に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ （ Two-day Workshop on Power Market

Restructuring）が 2 月 22 日（木)、23 日（金）の二日間にわたって開催された。ワークショ

プの進め方は、教授から聴衆者に一方的に説明し、質問を都度受けつける形態であった。参加

者は MEMR、PLN、コンサルタントおよび世銀等の金融機関で、およそ 100 名程度で、主講演内

容は下記の電力自由化啓蒙活動であった。

・電力競争市場の概要。　　　　　・規制の役割。

・電力市場の立案と実施。　　　　・送電線の費用と管理。

・電力供給ｎおける規制と競争、民間経営と公的経営の対比。

・金融市場とリスク管理。　　　　・電力市場の監視。

４－４－２　USAID

　USAID は独自の TA 供与により ADB のプログラムを側面支援している。ADB の TA ローンのう

ち、Item F 「電力セクターリストラ事務局支援」に対して、グラントを供与している。USAID

の主たる興味は人材育成にあり TA 協力内容も人材育成が主で、セミナーやワークショップの

開催も行っている。
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４－４－３　世界銀行（World Bank）

　ワシントンからエネルギー専門家が年に３回来て、インドネシア側と定期協議している。今

週、世銀より発表される Country Assistance Strategy（未入手）は、インドネシアのインフ

ラのボトムネックについて言及しているとのことだった。

　インドネシアの電力需給逼迫について、インドネシア経済が米景気の減速に影響を受けるで

あろうとの見通しのもと、世銀の見方は若干楽観的である。世銀は、貧困問題に係る案件しか

扱えないうえにジャワ－バリ系統を民間で運営できるものとみなしている以上本件のような電

力需給問題にタッチすることはできないのかもしれない。

　世銀は、新電力法の骨子を「電力料金をアップ」と捉えており、この新電力法は投資家には

魅力的でないと理解し、電力セクターの構造改革は不可欠だが、徐々に徐々に進めていかない

とかえって混乱を招くことになるとしている。ジャワ－バリ系統での構造改革において、当初

の 2003 年における MB/MS 化は、現状では無理であることは世銀も認識している。元々、2003

年と言ったのもインドネシア政府に改革を進めることを強く促すための目標として挙げたので

あり、出来るだけ早く実施されるのであれば、それでよいと考えているようであった。

　世銀は依然から Java-Bali 系統に集中しており、最近も短期間（３週間程度）ではあるが

JawaーBali 地域における経済動向（精算実績、短期投資見通し等）のレビューを行った。

世銀は現在、新規電源に投資する計画はなく、リハビリテーション等限られたプロジェクトに

焦点を絞っている。

　一方、世銀は、送電と配電用に 4 億 US$供与を 2001 年 1 月にコミットしたと PLN の担当者

から聴取した。

４－４－４　国際協力銀行（JBIC）

　JBIC が円借を供与している進行中案件は以下であることを PLN より聴取した。

①ジャワ島南回り Klten-Depok 間 500kV 送電線：コンサルは NEWJEC で、工事業者は目下

再公募中。

②ジャワ島中央部 Upper Cisokan の 100MW 揚水発電所：コンサルは NEWJEC で現在 D/D 実

施中、工事業者は未定。

③南スマトラ Lampung Province の #1,2=120MW #3=100MW #4=100MW の石炭火力発電所：
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コンサルは TEPSCO で、工事業者は未定。

④北スマトラの Renun 82MW 水力発電所：コンサルは日本工営で、工事業者は韓国企業。

⑤スラウェジの Bili-Bili、東ジャワの Wonorejo、南スマトラの Batutegi　３個所の多

目的水力発電所：コンサルは EPDC,工事業者は未定。

⑥北スマトラ Sipansihapovas の 50MW 水力発電所で：コンサルは TEPSCO、いくつかの工

事業者に決定済。

⑦アチェ Peusangan 1,2 の 89MW 水力発電所：コンサルは日本工営、工事業者の選定は延

期されている。

　上記の進行中案件とは別に、JBIC は、インドネシアがリハビリやメンテナンスに弱いとこ

ろに目を付け、リハビリ円借を計画しているとのことだった。

４－４－５　日本人会の動き

　現在、JJC（Jakarta Japan Club 日本人会）において、電力問題に係る委員会の設立が検討

されている。この委員会の目的は、①日系企業に対する電力関連情報の提供、②インドネシア

政府に対する電力問題に係る日本側意見の陳情、である。

　但し、前段階として、PLN の債務問題、電源確保方策等について研究する必要があるとし、

特に、電源確保方策については、ODA ではなく民間主導で対処すべきであり、IPP 問題の解決

等の投資環境整備はその前提となると考え、IPP 導入が困難であれば、イギリス型の PPP

（Private Public Partnership）の活用も視野に入れる必要があるかも知れないとしている。

　2 月 28 日開催の JJC 理事会において「JJC 電力問題検討委員会」の発足が決定され、その委

員長に国際協力銀行ジャカルタ事務所の首席駐在員が就任した。

　

　次いで、３月２日に予定される第１回「JJC 電力問題委員会」の会合で、表４-４-３の「電

力事情に関するアンケート」などが提案されるとのことであった。
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